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豊中市封筒広告事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、豊中市（以下「市」という。）が使用する封筒に民間事業者等の広告を掲載

する事業（以下「封筒広告事業」という。）について、広告主及び広告取扱事業者の募集、審査、

選定、広告掲載、封筒の製作及び提供その他必要な事項を定め、もって市の新たな財源の確保又

は経費の削減を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 広告媒体 市が使用する封筒で、広告を掲載するものをいう。 

⑵ 広告主 広告媒体への広告の掲載を希望し、又は広告の掲載決定を受けた者をいう。 

⑶ 広告取扱事業者 市との契約その他の合意に基づき、広告主の募集、広告原稿の取りまとめ

その他封筒広告事業に関する業務を行う者をいう。 

⑷ 広告掲載料納付方式 広告主又は広告取扱事業者が、市に広告掲載料を納付する方式をいう。 

⑸ 封筒無償提供方式 広告主又は広告取扱事業者が、広告を掲載した封筒を製作し、市に無償

で提供する方式をいう。 

 

（対象となる封筒） 

第３条 この要綱において定める広告媒体は、次に掲げる封筒とする。ただし、各所属が別に定め

る手続により広告を募集する封筒については、この要綱を適用しない。 

⑴ 市共通封筒 

⑵ 各所属が個別に発注し、使用する封筒 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認める封筒 

２ 広告媒体の種類、規格、予定数量、広告枠その他必要な事項は、募集の都度、募集要項又は仕

様書（以下「募集要項等」という。）に定める。 

 

（広告掲載の基準） 

第４条 広告の内容及び広告主の業種等は、豊中市有料広告掲載基準その他市が定める基準に適合

しなければならない。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、広告媒体の性質、用途又は使用対象者等を考慮し、募集要

項等において必要な条件を付すことができる。 

 

（事業方式） 

第５条 封筒広告事業は、広告掲載料納付方式又は封筒無償提供方式により実施するものとする。 

２ 市長は、広告媒体ごとに、前項に規定する方式のいずれか又は両方を組み合わせて実施するこ

とができる。 

３ 実施する方式は、募集の都度、募集要項等に明示する。 
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（審査委員会） 

第６条 広告主又は広告取扱事業者の選定に必要な審査及び広告内容のうち市長が必要と認めるも

のの審査を行うため、豊中市封筒広告事業審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長は財務部財政課長を、委員は都市経営部広報戦略課長をもって充てる。 

４ 委員長は、前項に定める委員のほか、広告媒体又は審査事項に関連する事務を所管する課等の

長を、当該広告媒体又は審査事項に係る審査に限り、臨時の委員として加えるものとする。 

５ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

６ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する者が、その職務を代理する。 

７ 委員は、自己又は自己と利害関係を有する者に関する審査に加わることができない。この場合

における委員会の成立及び議決に必要な委員の数については、当該委員を委員の数に算入しない。 

 

（会議） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。この場合におい

て、 前条第４項の規定により臨時の委員を加えたときは、当該臨時の委員を含めて委員の数とす

る。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

４ 委員は、あらかじめ職務を代理する者を指名することができ、この場合において、当該代理者

は、委員とみなす。 

５ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を求めて意見又は説明を聴

くことができる。 

６ 委員長が必要と認めるときは、会議を開催せず、書面又は電磁的方法により委員の意見を求め、

審査を行うことができる。 

 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、財務部財政課において処理する。 

 

（募集等） 

第９条 市長は、広告主又は広告取扱事業者を募集するときは、市ホームページへの掲載その他適

当と認める方法により公募するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、募集に必要な事項は、募集要項等に定める。 

 

（申込み） 

第１０条 広告主又は広告取扱事業者の募集に応募しようとする者（以下「応募者」という。）は、

申込書その他募集要項等に定める書類を、募集要項等に定める期間内に市長に提出しなければな
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らない。 

 

（広告主又は広告取扱事業者の選定及び決定） 

第１１条 委員会は、前条の申込みがあったときは、募集要項等に定める選定基準に基づき、広告

媒体ごとに応募者の適格性及び応募内容を審査する。 

２ 市長は、前項での審査結果を基に、広告媒体ごとに優先交渉権者を選定し、その結果を応募者

に通知するものとする。 

３ 市長は、優先交渉権者と事業の実施に必要な事項について協議し、協議が整ったときは、当該

優先交渉権者を広告主又は広告取扱事業者として決定し、契約等を締結するものとする。 

４ 市長は、優先交渉権者との協議が整わなかったときは、次点者と協議することができる。 

 

（広告原稿の提出） 

第１２条 広告主又は広告取扱事業者として決定された者は、市長が指定する期日までに、掲載し

ようとする広告の原稿を、市長が指定する仕様及び方法により提出しなければならない。 

２ 広告原稿の作成及び提出に要する費用は、広告主又は広告取扱事業者の負担とする。 

 

（広告掲載の審査及び決定） 

第１３条 市長は、前条の規定により提出された広告原稿について、第４条の基準に基づき、広告

内容及び広告主の適格性を確認するものとする。 

２ 市長は、前条の規定により提出された広告原稿について、必要があると認めるときは、委員会

の審査に付することができる。 

３ 委員会は、前項の規定により審査に付された広告原稿について、広告内容及び広告主の適格性

を審査する。ただし、広告主の適格性について、第１１条第１項の規定に基づく審査を受けた者

である場合は、省略することができる。 

４ 市長は、第１項の確認又は前項の審査結果に基づき、広告掲載の可否を決定し、その結果を広

告主又は広告取扱事業者に通知するものとする。 

 

（広告掲載料納付方式） 

第１４条 広告掲載料納付方式において広告主又は広告取扱事業者として決定された者は、契約等

に定める広告掲載料を、市長が指定する期日までに、市が指定する方法により納付しなければな

らない。 

２ 既納の広告掲載料は、還付しない。ただし、当該広告主又は広告取扱事業者の責めに帰するこ

とができない事由により広告を掲載することができなくなったときは、この限りでない。 

 

（封筒無償提供方式） 

第１５条 封筒無償提供方式において広告主又は広告取扱事業者として決定された者（以下「無償

提供事業者」という。）は、自己の責任及び負担において、募集要項等に適合する封筒を製作し、

市に無償で提供するものとする。 
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２ 封筒の製作、印刷、広告原稿の作成及び取りまとめ、校正、梱包、運搬、納品その他封筒の提

供に必要な費用は、無償提供事業者の負担とする。 

３ 市長は、納品された封筒が募集要項等又は契約等に適合しないと認めるときは、無償提供事業

者に対し、期限を定めて補正、交換その他必要な措置を求めることができる。この場合に要する

費用は、無償提供事業者の負担とする。 

４ 市は、市の責めに帰すべき事由がある場合を除き、やむを得ない事情により納品された封筒の

全部又は一部を使用しなかった場合であっても、無償提供事業者に対し、その製作等に要した費

用を補償しない。 

 

（責任） 

第１６条 広告の内容に関する責任は、広告主が負うものとし、広告取扱事業者が広告主の募集、

広告原稿の取りまとめその他広告掲載に関する業務を行う場合における当該業務上の責任は、当

該広告取扱事業者が負うものとする。 

 

（損害賠償） 

第１７条 広告主又は広告取扱事業者は、その責めに帰すべき事由により市に損害を与えたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第１８条 市長は、広告主又は広告取扱事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、広告主若

しくは広告取扱事業者としての決定又は広告掲載の決定を取り消すことができる。 

⑴ 広告掲載料納付方式において、指定した期日までに広告掲載料を納付しなかったとき。 

⑵ 封筒無償提供方式において、指定した期日までに封筒を納品しなかったとき。 

⑶ 指定した期日までに広告原稿を提出しなかったとき。 

⑷ 提出された広告原稿が第４条の基準に適合せず、指定した期日までに必要な修正等を行わな

かったとき。 

⑸ 虚偽その他不正の手段により申込み、広告主若しくは広告取扱事業者としての決定又は広告

掲載の決定を受けたとき。 

⑹ 募集要項等に定める応募資格を失い、又は欠格要件に該当することが判明したとき。 

⑺ 契約等又は募集要項等に定める事項に違反したとき。 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、広告を掲載することが適当でないと市長が認めるとき。 

２ 前項の規定により決定を取り消した場合において、広告主又は広告取扱事業者に損害が生じて

も、市はその責めを負わない。ただし、市の責めに帰すべき事由がある場合は、この限りでない。 

 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、封筒広告事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 
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附 則 

この要綱は、令和８年９月２８日から施行する。 


